
２ 沖縄海域で新たな２つの海底熱水鉱床の存在を確認 
 

（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）は、経済産業省の委託を受け、沖縄

海域の海底観察を実施し、伊平屋島北西沖と久米島北西沖の 2 つの海域に、銅、鉛、亜鉛、

金、銀を含む海底熱水鉱床「田名（だな）サイト」及び「比嘉（ひが）サイト」を発見しました。 

平成 26 年度に JOGMEC の海洋資源調査船「白嶺」を用いた地形調査によって水中音

響異常を抽出し、民間船を使用した自律型無人探

査機（AUV）による音波調査を実施して海底に大小

多数の凹凸の地形の存在を捉えました。 

平成 27 年 10 月～11 月に民間船の遠隔操作無

人潜水機（ROV）を用いて海底観察を実施しました。 

伊平屋島北西沖の「田名サイト」は、南北 800m×

東西 600m の範囲に大小多数のチムニー（尖塔状地

形）やマウンド（小丘）が群集して存在することを確認

しました。また、チムニーやその倒壊物、裾野の沈殿

物等から、亜鉛、鉛、鉄等を含む鉱石を採取し、品

位（金属の含有量）分析を行ったところ、銅 3.70％、

鉛 8.14％、亜鉛 24.01％、金 3.9g/t、銀 525g/t でし

た。 

久米島北西沖の「比嘉サイト」は、直径 100m 強の

カルデラ地形の内壁に鉛・亜鉛鉱物からなる緻密質

な塊状鉱石が分布し、さらにカルデラ周縁部にも活

動的な熱水噴出が存在することを確認しました。カル

デラ内壁の塊状鉱石を採取し、品位分析を行ったと

ころ、銅 0.27％、鉛 29.00％、亜鉛 33.41％、金

0.05g/t、銀 212g/t でした。 

これまで発見されている伊是名海穴「Hakurei サイ

ト」、伊平屋小海嶺周辺「野甫（のほ）サイト」、久米島

沖「ごんどうサイト」に続く海底熱水鉱床の発見であ

り、今後、海底観察、物理探査、ボーリング調査等を

「田名サイト」のチムニー 

「田名サイト」の硫化鉱石 

5cm 

 

「比嘉サイト」の塊状鉱石 「比嘉サイト」の3D海底地形イメージ 

中央カルデラ 

新たな 2 つの海底熱水鉱床 位置図 
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行い、これらの鉱床の広がりや金属含有率を詳しく調査します。 

 

 

３ 海上保安政策課程の開講 
 

海上保安庁は、これまで日本財団と連携して、

アジアの海上保安機関における人材育成プロジ

ェクトを推進してきました。その実績を踏まえ、研

修内容をレベルアップした新たなプログラムを日

本財団との間で検討し、平成 27 年 10 月 1 日、海

上保安庁及びアジア各国海上保安機関の若手幹

部職員を対象とした、就学期間 1 年間の英語によ

る修士プログラムである海上保安政策課程を新た

に開講しました。 

本課程はアジア諸国の海上保安機関の相互理解の醸成と交流の促進を通じて、海洋の

安全確保に向けた各国の連携協力、及び「力ではなく、法とルールが支配する海洋秩序」

の強化の重要性についての認識の共有を図ることを目的としており、その教育を通じ、①高

度の実務的・応用的知識、②国際法・国際関係についての知識・事例研究、③分析・提案

能力、④国際コミュニケーション能力を有する人材を育成し、法とルールが支配する海洋秩

序の強化を目指します。 

「田名サイト」と「比嘉サイト」で採取した試料の品位分析結果 

 銅 ％ 鉛 ％ 亜鉛 ％ 金 g/t 銀 g/t 

田名サイト（5試料平均） 3.70 8.14 24.01 3.90 525 

比嘉サイト（2試料平均） 0.27 29.00 33.41 0.05 212 

（参考）伊是名海穴Hakureiサイト 0.33 2.52 7.25 2.60 216 

 

海上保安政策課程 開講式 

海上保安政策過程における各機関の連携及び主な教育内容 
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平成 27 年 10 月入学の第 1 期生は、海上保安庁のほかインドネシア、マレーシア、フィリ

ピン、ベトナムの海上保安機関から各 2 名、計 10 名が参加しています。なお、本課程は、海

上保安大学校、政策研究大学院大学、国際協力機構（JICA）及び日本財団が共同で実施

するものです。 

 

 

４ 瀬戸内海環境保全特別措置法の改正と瀬戸内海環境保全基
本計画の変更 

 

平成 27 年 8 月に、瀬戸内海再生議員連

盟によって検討された「瀬戸内海環境保全

特別措置法の一部を改正する法律案」が第

189 回国会に提出され、同年 9 月 25 日に成

立、同年 10 月 2 日に公布・施行されました。

また、これに先立つ同年 2 月 27 日には、瀬

戸内海環境保全特別措置法に基づく瀬戸

内海環境保全基本計画について、およそ 14

年ぶりに変更の閣議決定がなされました。 

これらにより、瀬戸内海の有する多面的な

価値及び機能が最大限に発揮された「豊か

な海」を目指し、湾・灘ごとや季節ごとの課題

に対応して、各種の施策を進めることとなりま

した。 

 

（１）法改正の概要 

改正法では、「瀬戸内海の環境の保全」について、水質が良好な状態で保全されるととも

カリキュラム（平成27年度現在） 
 

瀬戸内海 

アマモ（藻場） 

 

 カブトガニ（干潟） 
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に、生物多様性・生物生産性が確保される等、その価値及び機能が最大限に発揮された

「豊かな海」とする考え方が明確にされました。そして、「豊かな海」とする上で有効な施策を

一層推進するため、瀬戸内海の環境の保全に関する基本理念の新設、瀬戸内海環境保全

基本計画及び府県計画の規定の改正、漂流ごみ等の除去など具体的施策の追加等がなさ

れました。 

また、瀬戸内海における栄養塩類の管理の在り方について、法施行後 5 年を目途に検討

瀬戸内海環境保全基本計画変更の概要 

瀬戸内海環境保全特別措置法改正の概要 
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すること等が附則条項に盛り込まれました。 

 

（２）基本計画変更の概要 

基本計画の変更については、平成 25 年 7 月より中央環境審議会水環境部会瀬戸内海

環境保全小委員会の意見を聴きつつ検討を進め、関係省庁・関係府県からのヒアリング、パ

ブリックコメント等を経て、平成 27 年 2 月 27 日に閣議決定がなされました。 

新しい基本計画では、「豊かな瀬戸内海を目指す」旨を目標に掲げた上で、4 つの事項

（①沿岸域の環境の保全、再生及び創出、②水質の保全及び管理、③自然景観及び文化

的景観の保全、④水産資源の持続的な利用の確保）を計画の柱として位置付けました。ま

た、施策の検討や実施に当たっては、湾・灘ごとなどの地域の実情や季節性に応じて行うこ

と、必要に応じて地域協議会をつくること等の内容を盛り込みました。 

 

 

５ 我が国初の「北極政策」の決定 
 

1980 年代以降の北極海海氷の減少傾向等に

象徴される近年の北極の急速な環境変化は、北

極海航路や資源開発の可能性をもたらしている

一方、地球規模の環境問題や安全保障環境の変

化などのグローバルな課題を生じさせ、北極圏

国、非北極圏国を問わず、北極に対する国際社

会の関心を集めています。 

このような中、政府は、平成 25 年に閣議決定さ

れた海洋基本計画において、北極海をめぐる取組

を重点的に推進すべき課題と位置づけ、総合的か

つ戦略的に取り組むこととしました。これを踏まえ、

政府は、平成 25 年 7 月に「北極海に係る諸課題に

対する関係省庁連絡会議」を設置し、関係省庁の

連携の下、北極に関する情報共有を図るとともに、

我が国の北極政策について検討を進めました。そ

して、平成 27 年 10 月 16 日に安倍総理を本部長、

全閣僚を構成員とする総合海洋政策本部におい

て、我が国として初の包括的な北極政策を決定しま

した。 

我が国は、決定した北極政策に沿って、我が国の強みである科学技術を基盤に、北極を

巡る国際社会の取組において主導的な役割を積極的に果たしていくこととしており、具体的

には、 

① 北極圏国内の研究・観測拠点の整備や最先端の衛星や観測船等を用いた国際共

北極海海氷の減少（提供：JAXA） 

1980年代 

の海氷面 
2012年9月 

（観測史上最小） 

第14回総合海洋政策本部会合 
（提供：内閣広報室） 
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同研究など、北極に関する「研究開発」（第 1 部 6 参照） 

② 研究・観測により得られた科学的知見の発信と国際ルール形成への参画、北極評議

会（AC）の活動に対する貢献などといった「国際協力」 

③ 北極海航路など北極の持続的な利用への環境整備 

に取り組みます。 

平成 27 年 12 月、島尻海洋政策担当大臣が訪米

した折、ホルドレン科学技術担当大統領補佐官と北

極政策について意見交換を行い、今後、日米間で

衛星、観測船・現場観測など総合的な北極研究・観

測分野の協力を拡大していくことになりました。 

また、「我が国の北極政策」を対外的に効果的に

発信しつつ、諸外国との連携を図っていくことが重要

であるとの観点から、総合海洋政策本部決定同日に

アイスランドで開催された第 3 回「北極サークル」（政

府関係者、研究者、ビジネス関係者が分野を超えて

集まる国際会議）の全体会合において、外務省の白

石北極担当大使が「我が国の北極政策」についての

プレゼンテーションを行いました。続いて、現在の AC

議長国であるアメリカのブルッキングス研究所におけ

るセミナーにおいても同大使が基調講演を行い、「我

が国の北極政策」について紹介しました。 

政府としては、関係省庁間の緊密な連携の下、北

極政策に基づく具体的な取組を積極的に推進して

いきます。 

 

 

６ 北極域研究推進プロジェクト（ArCSプロジェクト） 
 

（１）ArCSプロジェクトとは 

北極域研究推進プロジェクト（以下、「ArCS プ

ロジェクト」という。）とは文部科学省の補助事業

として、平成 27 年度から 5 ヶ年の予定で実施さ

れる北極域研究を推進するためのプロジェクト

です。大学共同利用機関法人 情報・システム

研究機構 国立極地研究所が代表機関に、国

立研究開発法人海洋研究開発機構及び国立

大学法人北海道大学が副代表機関として、この

3 機関を中心に日本の大学、研究機関が参画し

ブルッキングス研究所における
白石北極担当大使基調講演 

島尻海洋政策担当大臣とホルドレン
米大統領補佐官の会談 

海洋地球研究船「みらい」 
（提供：JAMSTEC） 
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て研究・観測を実施しています。 

 

（２）背景と目的 

北極域は、海氷の急速な減少をはじめ地球温暖化の影響が最も顕著に現れるといわれ

ている地域であるにもかかわらず、その環境変化のメカニズムに関する科学的知見はこれま

で必ずしも十分なものではありませんでした。 

北極域における環境変動は、全球的な環境変動を増幅する懸念があるため、単に北極

圏国のみの課題にとどまらず、極端気象の頻発など非北極圏国にも影響を与える全球的な

課題でもあります。 

平成 27 年 10 月に決定された「我が国の北極政策」（総合海洋政策本部決定）では、日

本の強みである科学技術をグローバルな視点で最大限活用し、日本国内及び国際社会に

対して、科学技術を通した貢献を推進していくことが強調されています。 

このように国内外の北極に関する関心の高まりを踏まえ、平成 27 年度から、ArCS プロジ

ェクトが実施されています。 

（３）活動 

ArCS プロジェクトでは、自然科学分野のみならず人文・社会科学分野との連携を進め、

北極の諸問題に関する政策判断や課題解決に資する研究を戦略的に実施し、国際共同研

北極海における環境変動の例 
  左図：海氷融解による動物の生息条件の変化 右図：ブラックカーボンにより黒くなった雪 

実施している研究テーマの例 
  左図：永久凍土融解と海岸浸食 右図：カナダ北極海での観測航海 
他にも「北極気候変動予測研究」、「北極海洋環境観測研究」、「グリーンランドにおける氷床・氷河・海
洋・環境変動」、「気象・海氷・波浪予測研究と北極航路支援情報の統合」、「北極の人間と社会：持続的
発展の可能性」などを研究テーマとしている。 
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究や北極圏国における国際連携拠点の増強、人材育成、広報活動を推進していきます。 

 

（４）今後の取組 

北極域での課題を解決するためには、世界各国が協力して取り組んでいく必要がありま

すが、科学的知見に基づき北極圏で実際に何が起こっているのかを正確に把握し、適切な

対応策を講じることが重要となります。 

ArCS プロジェクトでは、北極域における環境変動と地球全体へ及ぼす影響の包括的な

把握、精緻な予測に努め、社会・経済的影響を明らかにし、適切な判断や課題解決のため

の情報をステークホルダーに伝えることを目指して、今後も国際共同研究等を推進していき

ます。 

 

 

７ 自衛隊観艦式 
 

防衛省・自衛隊は、自衛隊記念日記念行事とし

て、自衛隊の最高指揮官である内閣総理大臣の観

閲を受ける観閲式、観艦式、航空観閲式を毎年持

ち回りで実施しています。これは、隊員の使命の自

覚及び士気の高揚を図るとともに、防衛力の主力

を展示し、自衛隊に対する国民の皆様からのご理

解を得るものとして、非常に意義のある行事となっ

ています。加えて、参加諸外国軍隊との友好親善

を深める機会ともなっています。 

平成 27 年は、10 月に相模湾において観艦式を実施し、オーストラリア、フランス、インド、

韓国、アメリカからの海軍艦艇を含め、艦艇 42 隻、航空機 37 機が参加しました。今回は、

同年 3月に就役したばかりの海上自衛隊最大の護衛艦「いずも」、新型哨戒機 P-1、輸送機

C-130Rのほか、アメリカ海軍哨戒機 P-8、同海兵隊輸送機MV-22及び航空自衛隊ブルー

インパルスの飛行展示も話題となりました。 

また、観艦式終了直後には、安倍内閣総理大臣が、現職の総理大臣として初めて、観艦

国際連携拠点の例 
  左図：アメリカ 国際北極圏研究センター（IARC） 右図：ノルウェー ニーオルスン基地 

受閲部隊に答礼をする安倍総理 
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